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新幹線駅は在来線駅に比べ駅の影響範囲，つまり駅勢圏が広く，駅周辺の自治体に与える影響もより大

きいと考えられる. 今後新たに新幹線駅が立地する自治体も，同様の影響を受けることが予測されるが，

新幹線駅の整備はどのように地方人口を左右するかはまだ不明確である. 本研究では自治体が新幹線駅か

ら受ける人口に関する影響を定量的に評価するために，傾向スコアを用いて地域属性，在来線や高速道路

の有無などを考えながら新幹線駅の整備の因果効果を統計的に推論した．首都圏，政令指定都市，離島，

北海道，四国，福島県避難地域を除外した日本全国の 1126 の市町村を対象として，傾向スコアを用いて

マッチングを行い，DID 分析で新幹線駅の整備効果を定量的に算出した. その結果，新幹線駅の開業は周

辺市町村の人口の社会増減率に負の効果があることがわかった．  

 

Key Words:  causal inference,  high speed railway,  traffic infrastructure,  propensity score,  difference-in-

differences analysis  

 

 

 

1.  はじめに 

 

新幹線駅は在来線駅に比べ駅勢圏が広く，駅周辺の

自治体に与える影響も大きい．1964年の東海道新幹線開

業以来，日本では新幹線のネットワークが拡大され続け， 

50 年以上にわたって多くの都市を結んできた．今後も， 

北陸新幹線の大阪延伸や北海道新幹線の札幌延伸等が予

定されており，新たに新幹線駅が立地する自治体も，同

様の影響を受けることになると考えられる．一方で，日

本全国の人口減少が進んでいる．21 世紀初頭に新幹線

沿線市町村の人口はまだ増加していたが，2015年には，

新幹線沿線市町村でさえ人口が減少する様子が見られた．

従って，新幹線の駅が近くにできることが，自治体の人

口転入転出にどのような影響を与えるかを定量化するこ

とは重要である． 

そこで本研究では，新幹線駅の整備効果について統計

的因果推論の枠組みで分析し，自治体属性，他の交通機

関や経済などの影響を考えながら，沿線市町村人口の社

会増減(転入人口と転出人口の差)に与える影響を定量化

することを目的とする． 
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2. 既往研究のレビューと本研究の位置づけ 

 

(1) 既往研究のレビュー 

まず，在来線に着目して鉄道の新設や駅の廃止が地

方に及ぼす影響に関する研究が多くみられる．例えば，

中川ら 1)は，鉄道新設後の市町村人口の変遷に与える影

響に関する研究を行って，交通機関の整備が地域の発展

に影響を及ぼすという今まで常識として考えられてきた

ことを過去のデータから実証的に検証した．柳川ら 2)は，

交通インフラ整備と東京への一極集中の関係性について

分析した．結論としては，首都圏と地方の鉄道整備水準

の格差を緩和することにより，人口の分散化に寄与する

可能性があることを示した．他にも，鉄道駅の廃止が立

地市町村の人口の社会増減に対して与える影響に関する

研究 3)も行われている．1981年から 1990年にかけて廃止

された駅を中心として，因果推論の手法を用いて地方鉄

道存廃が駅勢圏総人口に及ぼす影響を分析した．その結

論としては，地方鉄道の廃止に伴い駅勢圏総人口が減少

することは統計的に示された． 

新幹線に関する研究では，整備効果に着目した研究

が多く見られる．大野ら 4)は人口に着目し，新幹線の人

口誘導効果に関する分析を行った．結論として，新幹線

の整備は三大都市圏への人口集中を東北や九州地方に振

り分ける可能性があり，バブル崩壊の前にある程度に人

口集中を解消する役割を果たしていることがわかった．

また，地域に着目し，新幹線を整備している地域と整備

していない地域を比較した研究 5) や，整備年次に着目し，

新幹線の整備効果を分析した研究 6) 7)がある．また，全

国の主要都市の間の鉄道旅行時間の推移により新幹線の

影響を分析する研究もある．中岡ら 8)は，地点間の直線

距離と，移動所要時間について数量的に相対時間距離を

定義し，これによって新幹線の整備効果を検証した．そ

の結果，相対時間距離は整備状況の推移からだけでは見

出しにくい変化の様相を数値で明確に示しているととも

に時間距離図から視覚的にも確認することができた．そ

して新幹線が整備されつつある直接の沿線市町村だけで

はなく，新幹線の延長線上にある各市町村の相対時間距

離も低下していることがわかる． 

他に，新幹線がマクロ経済や地域経済に与える影響

のシミュレーション 9)や事後評価 10)を行った研究などが

ある．例えば，奥田ら 10)は東海道新幹線の有無が沿線地

域経済に与える影響の事後評価を行って，新幹線整備の

長期的な影響を分析した．新幹線は時代とともに延長し

つつも，各産業分野についてその生産を支える重要な交

通インフラになっていることを示している．また，開業

当初こそ地域の生産額や新幹線開業に伴う効用に与える

効果は関東に集中しており，ストロー効果を生んでいた

が，時代が下るにつれ，近畿圏や中部圏にも効果が広が

り，ストロー効果は緩和されつつあることを示している． 

他に九州新幹線開業前後での沿線各駅周辺の交通量や

地価，立地自治体の人口や観光入込客数などの社会経済

指標の推移を整理し駅の類型化を行った研究 11)もある． 

また，交通インフラの整備効果に関して，事後評価に

より空間的範囲をめぐって分析を行った研究がある．例

えばKunimiら12)は，交通インフラの整備効果が波及した

地域の範囲を定める手法をGeneralized Synthetic  Control  の

枠組みで構築した．その他，地価の変動による交通イン

フラの整備の影響範囲の大きさを計算する手法を検討し，

在来線の整備状況を用いてその手法検証した研究 13)と，

高速道路インターチェンジ(IC)の整備状況に基づいて，

IC を中心とした円形の影響範囲の大きさと周辺市町村

の工場立地の関係を分析した研究 14)もある． 

しかしながら，新幹線(高速鉄道)は沿線地域にマイナ

スの影響を与える可能性を示唆した研究がある．Pagliara

ら 15)はイギリス，フランス，スペインとイタリアにおい

て，高速鉄道の便益をジニ係数と組み合わせて分析した．

この研究は各国で高速鉄道の整備が社会の格差を生む可

能性があり，高速鉄道を整備するとき都市と地方の間の

ギャップを拡大しないようにすることが必要だと示唆し

た．Cavallaro ら 16)は，整備コストと平均移動時間を考慮

しており，鉄道利用者の選択肢を分析した．結果として，

短距離交通に対しては高速鉄道の影響は通勤鉄道の改善

整備よりも小さく，中距離交通以上の場合に対して高速

鉄道が役割を果たせることを示した． 

傾向スコアを用いる因果推論に関する研究は多くみ

られる．国外では，Talebian ら 17)は傾向スコアマッチン

グによりカリフォルニア州が行ったアムトラック駅への

経済的支援が地域の人口と雇用に与える影響を評価した．

この研究では，郡レベルと市レベルで経済的支援を受け

た群と受けなかった群を傾向スコアマッチングにより共

変量のバランスを調整し，重回帰分析を行った．その結

果，カリフォルニア州による経済的支援により整備が行

われたアムトラック駅がある市(郡)は，人々にとって魅

力的な沿線となり人口には正の影響がみられたが，地元

の雇用に対する影響は限定的であった．Jiaら 18)の研究で

は，DID 分析と傾向スコアマッチング―DID 分析(PSM-

DID)を用いて中国の高速鉄道が地域経済の発展に与える

影響は路線を比較した場合で異なるかということを検証

した．その結果，路線間で影響は異なり，中国の高速鉄

道建設が経済に正の影響を与えたことがわかった． 

その他，高速鉄道だけではなく高速道路や在来線な

どの土木計画分野でも因果推論の研究が見られるように

なってきた 19)  20)．直近では高速道路や都市鉄道など交通

基盤整備が産業や社会経済に与える影響を因果関係とし

てとらえ，実証的に分析した研究 21) 22) 23)などがある． 

なお，本研究の先行研究 24)では，日本全国の全ての新
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幹線の路線を対象とした．それ以前の研究の抱える課題

として，新幹線開業による効果のみを把握することが出

来ていないことが挙げられたが，この先行研究では自治

体が新幹線駅から受ける社会経済的な影響を定量的に評

価するために，傾向スコアを用いて高速道路や在来線な

どの影響を排除した新幹線開業による影響のみを定量的 

に示す評価手法を検討した．その結果，IPW推定量によ

る市町村人口に与える開業効果は，平均処置効果による

ものと同様で，正の値を取り，5.5万人から 8.0万人と推

計された． 

 

(2) 本研究の位置づけと意義 

上述したように，新幹線の事後評価に関する既往研

究ではミクロな視点で施設効果を前後比較，地域比較，

有無比較を行ったものが多く行われている．しかしそれ

らは地域や路線を絞ったものが多い． 

著者らによる先行研究には，新幹線駅の有無を根拠

として処置群市町村と対照群市町村をグループ分けをし

たが，本研究は各市町村の土地利用状況と新幹線駅の開

業年次を考慮して，新幹線駅の開業効果を算出した．ま

た，本研究では前節に述べた先行研究を発展させて，傾

向スコアマッチング(PSM)に基づいて新幹線駅の開業効

果を推定した． 

本研究の意義は，Rubin25)の枠組みで新幹線の整備が

駅周辺エリアの人口に与える因果効果を定量的に分析す

ることで，今後高速鉄道が整備される国内外の地域への

示唆を得ることにある．  

 

 

3. 分析方法 

 

(1) 分析対象市町村と新幹線駅 

本研究の分析年次は 1995 年～2020 年である．2015 年

までに開通していたフル規格新幹線を対象路線としたた

め，2015年までに新幹線が整備されていない四国地方と

北海道の市町村を除外した．そして大都市や離島の影響

を除くため，首都圏(一都三県)，政令指定都市，離島地

域と福島県避難地域を除外した日本全国の 1126 の市町

村を対象とした．  

対象新幹線駅を選定するにあたり，新幹線駅の開業時

期に着目した．それは使用した変数の統計から得られる

3 つの年次，つまり 1995(1995~2000)，2000(2000~2005)と 

2010(2010~2015)年，これを集計基準年と呼ぶ．この集計

基準年に基づいて，本研究の分析対象駅は，1995 年

~2015 年に開業した新幹線駅を開業時期に応じて 3 つの

グループに分けたものである．具体的には，グループ 1

の 1995 年～2000 年間に開業した長野新幹線の安中榛名

駅から長野駅までと山陽新幹線の厚狭駅，グループ 2の

2000年～2005年間に開業した東北新幹線の岩手駅から八

戸駅までと九州新幹線の新八代駅から鹿児島駅まで，グ

ループ3の2010年～2015年間に開業した東北新幹線の七

戸駅から青森駅まで，九州新幹線の新鳥栖駅から新玉名

駅までと北陸新幹線の飯山駅から金沢駅までの新幹線駅

を分析対象駅とした．分析年は集計基準年から 5年ごと

に設定し，2020年まで分析を行う．例えば集計基準年が

1995年の場合，分析年は1995年～2000年，1995年～2005

年，1995年～2010年，1995年～2015年と 1995年～2020

年であり，その目的は時間とともに新幹線駅の開業効果

の変化を分析することである． 

 

(2) 新幹線駅ダミーの設定方法 

本研究では新幹線駅あり市町村グループ(新幹線駅ダ

ミーは 1)を処置群，新幹線駅なし市町村グループ(新幹

線駅ダミーは 0)を対照群とする． 

本研究は新幹線駅の整備が駅周辺市町村の人口変動に

与える影響を分析するため，駅勢圏を定めることは必要

である．しかしながら今の時点で新幹線駅の影響範囲

(あるいは駅勢圏)に関する定義は様々あるが，まだ定説

がないため，本研究では新幹線駅から市町村役場までの

道路距離が 30km の圏域において新幹線駅の開業効果を

分析する．それによって，新幹線駅ダミーは，定義され

た駅勢圏内に位置する市町村は 1とし，他の市町村は 0

とする．それぞれの年次で，新幹線駅があるとされた市

町村の数を表-1 に示す．この表は，マッチングすると

きに使用される処置群市町村の総数と同様である． 

 

表-1 新幹線駅がある市町村の数 

集計基準年 1995 2000 2010 

市町村の数 28 27 74 

 

 (3) 分析手法 

a) 傾向スコア 26) 

第 i対象市町村の共変量(割当変数と結果の両方に影響

を与える変数)の値を xi ，割当変数(ある施策が行われる

かどうかを示す変数)の値を zi (1 or 0)とするとき，群 zi  

=1(つまり処置群)に割り当てられる確率 ei は傾向スコア

と呼ばれる式(1)で表せる.  

𝑒𝑖 = 𝑝(𝑧𝑖 = 1|𝒙𝒊)            (1) 

無作為割付が不可能な状況において，ある施策の効果を

調べたい際には交絡因子(従属変数に影響を与える共変

量)の分布が説明変数の値によって異なる可能性がある．

共変量の影響を除去するためにこれまで共分散分析など

の手法が利用されてきたが様々な制約が多いという欠点

がある．そのため，本研究では傾向スコアを用いて新幹

線駅の整備に関する説明変数の影響を考えて，共変量調

整の手法，つまり傾向スコアマッチング(PSM)によって
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新幹線駅整備の平均処置効果を推定した．  

b) 使用した変数 

表-2 使用した変数 

 

本研究で分析に用いた変数を表-2 に示す．新幹線駅

の整備効果とは，新幹線駅周辺市町村の人口，経済，社

会などの指標が新幹線やその駅の開業によって変化した

ことである．本研究は新幹線駅の整備効果の一つ，人口

の社会増減に関する変数，つまり社会増減率をアウトカ

ムとしてこの整備効果を定量化する． 

また，傾向スコアを算出するときには，市町村ごとに

新幹線駅の有無を表すダミー変数を目的変数とする． 

本研究は分析対象市町村の立地特性を考慮し，新幹線

駅の整備に影響する可能性がある説明変数を抽出した．

使用した変数は表-2 の通りである．自然条件と市町村

土地利用に関する変数は豪雪地帯ダミー，森林(面積)割

合，その他用地(面積)割合，建物(面積)割合，農用地(面

積)割合，荒れ地(面積)割合と水域と海岸(面積)割合であ

る．交通インフラに関して，在来線実延長を各自治体総

面積で割ったもの(在来線密度)，高速道路実延長を各自

治体総面積で割ったもの(高速道路密度)，高速道路 IC数，

各市町村の役場から最も近い IC までの道路距離を説明

変数とする．地方の経済活動を反映する変数は第一次・

第二次産業割合である．規模が小さい町村と規模が大き

い市町を区別しマッチングするため，自治体人口ダミー

変数によって人口が多い市町村と少ない市町村をクルー

プ分けをする．そして対象市町村が近隣大都市から受け

る影響を考慮するため，大都市周辺の人口が多く集まっ

たエリア，つまりニュータウンの数を説明変数とした．

人口変動に関する共変量を加えてロジスティック回帰分

析を行うことで，傾向スコア，つまり各市町村が処置群

に割り当てられる確率が得られる．そして人口に関する

説明変数は，国勢調査に基づいて 1995年~2020年の間五

年ごとのデータを集計する．本研究のアウトカム変数は

社会増減率であり，毎年の住民基本台帳データを五年ご

とに合計したものである． 

c) 強く無視できる割り当て条件 

強く無視できる割り当て条件とは，「どちらの群に割

り付けられるかは観測された共変量の値に依存し，従属

変数の値の高低によっては依存しない」27)であり，傾向

スコアを計算するための前提条件である．数理的には次

の式(2)の通り，共変量𝑥を条件付きとするときに，群 1

に割り当てられたときの従属変数𝑦1と群 2に割り当てら

れたときの従属変数𝑦2が，割り当て変数𝑧と独立であり，

かつ共変量𝑥のすべての値において群 1 に割り当てられ

る確率が 0より大きく 1より小さいということである 26)． 

(𝑦1，𝑦2) ⊥ 𝑧|𝑥， 0 < 𝑝(𝑧 = 1|𝑥) < 1             (2) 

しかしながらこの条件は実際問題として直接的に検証

することは不可能である．このため，処置群と対照群に

ついて共変量によって割り当てが説明されていることを

証明すれば，この条件が間接的に検証できる．つまりも

し共変量からサンプルに対して処置の有無を予測するロ

ジスティック回帰モデルの適合度がよければ，強く無視

できる割り当て条件を満たしたと考えられる 27)．そこで 

図-1 1995年ケースのROC曲線 

説明変数 集計方法 データ出典 

新幹線駅 
(ダミー) 

新幹線駅から一定の道路距
離以内の市町村を1 

鉄道時系列 
データ*1) 

その他用地割合 
その他用地面積/ 
自治体総面積 

土地利用3次 
メッシュ*1) 

森林割合 
森林面積/ 

自治体総面積 
土地利用3次 
メッシュ*1) 

建物割合 
建物面積/ 

自治体総面積 
土地利用3次 
メッシュ*1) 

荒れ地割合 
荒れ地面積/ 
自治体総面積 

土地利用3次 
メッシュ*1) 

農用地割合 
農用地面積/ 
自治体総面積 

土地利用3次 
メッシュ*1) 

水域と海岸割合 
水域と海岸面積/ 
自治体総面積 

土地利用3次 
メッシュ*1) 

豪雪地帯 
(ダミー) 

豪雪地帯の市町村を1 
豪雪地帯 
データ*1) 

在来線密度 
鉄道在来線延長/ 
自治体総面積(1/km) 

鉄道時系列 
データ*1) 

在来線駅数 
当該自治体行政区域内 

在来線駅の数 
鉄道時系列 
データ*1) 

高速道路密度 
高速道路延長/ 

自治体総面積(1/km) 
高速道路時系列 

データ*1) 

高速道路 IC数 
当該自治体行政区域内 
高速道路 ICの数 

高速道路時系列 
データ*1) 

ニュータウン 
当該自治体行政区域内 
ニュータウンの数 

ニュータウン 
データ*1) 

中心―IC距離 
市町村役場から最も近い

ICまでの道路距離(km) 
高速道路時系列 

データ*1) 

第一次産業割合 
各市町村の第一次産業 
就業者数/総人口数 

国勢調査*2) 

第二次産業割合 
各市町村の第二次産業 
就業者数/総人口数 

国勢調査*2) 

自治体人口 
(ダミー) 

人口総数が三万人以上の市
町村を1 

国勢調査*2) 

社会増減率 社会増減数/総人口数 住民基本台帳*2) 

*1) 国土数値情報ダウンロードサービスより *2) e-Statより 
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本研究ではROC曲線を用いて，c統計量によるモデルの

適合度を計算し，この条件を満たしたかどうかを検証し

た． 

一般的に，c 統計量は ROC 曲線の曲線下面積(AUC)の

値と等しいため，ロジスティック回帰モデルの適合度は

良いか悪いかは直観的に検証できる 28)．ここでは，図-1

を例として ROC 曲線の仕組みを示す．このグラフは

1995 年ケースの ROC 曲線である．この曲線は左上に寄

っているほど，モデルの適合度はよいと評価できる．そ

してこの曲線の AUCは 0.853であり，c統計量も同様で

ある．  

e) 傾向スコアマッチングDID分析 29)  30)  31)  32)  33) 

傾向スコアマッチングDID分析(Propensity Score Match-

ing-Difference-in-Differences Analysis, PSM-DID)とは，ある政

策を導入前のアウトカムと導入後のアウトカムを比較し

て，導入前と導入後の 2つの時点に対して，対照群の導

入前後でのアウトカム差分を時間による影響と考え，処

置群の導入前後でのアウトカムから取り除いて政策導入

による影響を算出する方法である．数理的には， 処置

を受けた状態のアウトカムと処置を受けていない状態の

アウトカムを計算して， DID分析の回帰式(3)による処置

群に対する平均処置効果が推定できる． ここで，𝑦は人

口増加率，Gは処置ダミー(新幹線駅があるかどうか)，T

は時点ダミー(新幹線駅開業前年次は 0，開業後年次は 1

をとるダミー変数)，ε は誤差項，𝛼1～𝛼4は係数 ，GとT

は無相関である必要がある 31)． 

𝑦 = 𝛼1 + 𝛼2𝐺 + 𝛼3𝑇 + 𝛼4𝐺𝑇 + 𝜀    (3) 

図-2によって，DID分析の概要は直観的に理解できる． 

式(4)に従って処置群(G=1)の介入前(T=0)の人口増加率 a，

処置群(G=1)の介入後(T=1)の人口増加率 b，対照群(G=0)

の介入前(T=0)の人口増加率 c，対照群(G=0)の介入後

(T=1)の人口増加率 dが算出できる．そして 4つの値を用

いて，式(4)によって処置群についての平均処置効果が 

算出できる． 

𝐴𝑇𝑇 = (𝑏 − 𝑎) − (𝑑 − 𝑐)                             (4) 

図-2 DID分析のイメージ 

これがDID分析による新幹線駅整備が地域人口変動に

与える因果効果である． 

処置群の平均処置効果を推定するため，処置群の市町

村について処置を受けていなかったときの状態(反事実

の状態)と，対照群の状態が並行トレンドを持つ必要が 

あるが，この仮定の成否は検証不能である 33)．本研究で

は傾向スコアマッチングによって，同じペアの二つの市 

町村が同じ発展トレンドを持つことをある程度に確保し

たうえで，DID分析を行う．傾向スコアを使ってDID分

析に用いる処置群と対照群のペアを組んで，回帰分析を

行って因果効果を計算する． 

 

 

4. DID分析の結果 

 

表-3 ロジスティック回帰モデル 

集計年次 1995 2000 2010 

説明変数 係数 係数 係数 

切片 -8.431  -20.559  -22.999  

豪雪地帯 -1.322 * -0.097  1.671 *** 

その他用地割合 -0.172  -0.092  0.235  

森林割合 0.032  0.156  0.215  

建物割合 0.133  0.304  0.266  

荒れ地割合 0.046  -0.068  0.249  

農用地割合 0.041  0.153  0.264  

水域と海岸割合 -0.131  -0.188  * 0.089  

在来線密度 0.024  * 0.027  * 0.001  

高速道路密度 -0.034  -0.008  -0.050  * 

在来線駅数 -0.003  -0.007  0.024  

IC数 0.257  * 0.178  0.179  

自治体人口 -0.013  0.305  0.546  

中心ーIC距離 -0.079  * -0.009  -0.065  * 

ニュータウン -0.400  0.082  -0.111  

第一次産業割合 0.035  0.074  * -0.055  * 

第二次産業割合 0.056  0.008  -0.061  * 

c統計量 0.853 0.817 0.855 

***: 0.1%有意; **: 1%有意; *: 5%有意 

 

(1) 傾向スコアの計算結果 

傾向スコアは，一般的にロジステック回帰モデルとノ

ンパラメトリック回帰モデルによって推定することが多

い 27)．本研究はロジステック回帰モデルを採用して，新

幹線駅ダミーの値(1と 0)をとることを前章の説明変数に

c

d
a

b

0 1

社
会
増
減
率
％

分析時点

対照群 処置群の反事実の状態 処置群

第 68 回土木計画学研究発表会・講演集

 5



 

 

よって説明するモデルを構築し，モデルのパラメータの

推定を行った．ロジスティック回帰分析を表-3 に示す. 

この表から見ると，各集計基準年の説明変数の有意性は

異なっており，有意性がある説明変数が少ない．例えば

在来線密度は 2010年~2015年の分析対象市町村に対して

処置群と対照群を区別する根拠とみなされない．また，

どのケースに対しても土地利用に関する変数の有意性は

あまりないことがわかる．なお，観測されたサンプル数

は，1126個であり，対象市町村の数と同様である． 

前節に述べた各集計基準年の c統計量は表-3最下段に

まとめた．c 統計量については，医学や経済の研究では

0.8 以上であればモデルの適合度はよいと評価できる 26)．

しかし交通基盤施設の研究に対してまだ定説がないため，

医学や経済の評価基準を用いてモデルの適合度を評価し

た． 

今回算出したロジスティック回帰モデルの c 統計量の

最小値は0.817であり，目安とした0.8より高いため，モ

デルの適合度はよいといえる，つまり強く無視できる割

り当て条件は満足されたと判断できる． 

 

 (2)  傾向スコアマッチング 

本研究では，非復元最近傍マッチング法(Nearest Neigh-

bor)34)を用いた．処置群の市町村の傾向スコアに最も近

い市町村を対照群から抽出し，一対一のペアを作った．

よって，もし処置群市町村の傾向スコアと対照群市町村

の傾向スコアが同じだったら完璧なマッチングができる．

しかし処置群と対照群に完全に等しい傾向スコアは存在

しないため，マッチングするときバイアスが避けられな

い． 

 

図-3 キャリパーマッチングによる傾向スコアの分布状況 

 

本研究はできる限りバイアスを避けるため，マッチン

グさせるキャリパー(許容範囲)を設定し，最近傍マッチ

ングに基づいてキャリパーマッチング 34)を行った．マッ

チングの段階に生じるバイアスをできるだけ取り除くた

め，ここはキャリパーを 0.1 に設定した．キャリパーマ

ッチングをした処置群と対照群市町村の傾向スコアの分

布状況を図-3 に示す．この図は，集計基準年 1995 年の

データセットを使って，キャリパーを設定した上で最近

傍マッチングを行った結果であり，マッチングの状況が

良いことがはっきりわかる．一方，マッチング状況が改

善されたものの，うまくマッチングできないペアは排除

されたため，傾向スコアの値が 0.17以上の区間のサンプ

ル数が少ない．キャリパーマッチングに使われた駅あり

市町村の数，つまりペア数を表-4 に示す．表-1 の駅あ

り市町村数，つまり非復元最近傍マッチングで組んだペ

ア数と比較すると，減ったペア数がわかる．  

 

表-4 PSM-DID分析でマッチングに使われた市町村の数 

集計基準年 1995 2000 2010 

市町村の数 26 24 64 

 

(3) PSM-DID分析による因果効果 

a) 全体から見る新幹線駅の開業効果 

図-4 集計基準年1995年にマッチングしたペア市町村の経年

社会増減率 

図-5 集計基準年2000年にマッチングしたペア市町村の経年

社会増減率 

図-6 集計基準年2010年にマッチングしたペア市町村の経年

社会増減率 
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PSM-DID 分析の結果は本節の通りである．まず，傾

向スコアマッチングによって組んだ市町村ペアの人口の

経年社会増減率平均値を図-4，5，6に示す．これは各集

計基準年から 2020 年までの社会増減率をまとめたもの

である． 

 

表-5 人口増加率による平均処置効果(%) 

年 1995-2000 1995-2005 1995-2010 1995-2015 1995-2020 

ATT -0.1502 -0.0175 -0.2833 -0.0851 -0.1417 

年  2000-2005 2000-2010 2000-2015 2000-2020 

ATT  -0.0861 -0.3193 -0.1453 -0.1539 

年    2010-2015 2010-2020 

ATT    -0.0644 0.0783 

 

図-7  新幹線駅の整備による自治体の社会増減率の変化 

(1995～2000年間開業した新幹線駅を対象とする) 

図-8   新幹線駅の整備による自治体の社会増減率の変化 

(2000～2005年間開業した新幹線駅を対象とする) 

図-9 新幹線駅の整備による自治体の社会増減率の変化 

(2010～2015年間開業した新幹線駅を対象とする) 

 

DID 分析による人口増加率をアウトカムとして算出

したATT(Average Treatment effect on Treated, 処置群について

の平均処置効果)のまとめを表-5と図-7，8，9に示す. 

図-7，8，9 は PSM-DID 分析の結果をまとめたグラフ

であり, 3つのグループに分けて処置群についての平均処

置効果を示している．つまり，分析年に基づいて各分析

年次の新幹線駅の開業によりどれくらいの人口増加率が

もたらされるかを示している．1995~2005 年のケースを

例として，横軸の 95-05 に対応しているポイントは，

1995 年(95)は介入前時点，つまり時点 0(図-2 を参照)，

2005 年(05)は介入後時点，つまり時点 1 であり，このポ

イントの値は，1995~2000 年の間に開業した新幹線駅に

基づいて，1995 年の社会増減率と 2005 年の社会増減率

を比較して算出した． 

図-7，8，9 の全体から見ると，1995年から 2010年ま

で開業した全ての新幹線駅(新設あるいは改築)は，新幹

線駅の整備による周辺 30km 道路距離内の市町村に人口

の社会増減状況にマイナスの影響を与えることを示して

いる．例外として，2010~2015 年に開業した新幹線駅に

対して，開業から 5年以上経つと新幹線駅の整備は駅周

辺市町村の人口の社会増減に与える影響はプラスになっ

たことを示している．次は集計基準年別に ATT の計算

結果を考察する． 

b) 1995年から2000年まで開業した新幹線についての駅

の開業効果 

このグループは，長野新幹線(安中榛名駅~長野駅)と山

陽新幹線の厚狭駅を含む．図-7 より，1995~2005 年ケー

スの十年間新幹線駅の開業効果は一番高いが，まだ負の

値であり，その意味は 1995年から 2020年まで新幹線駅

あり市町村の人口の社会増減率は新幹線駅なし市町村の

社会増減率より低いことを表す．また開業効果が最も低

いのは分析年 1995~2010 年のケースであり，二番目に低

いのは分析年 1995~2000 年のケースである．その原因は

新幹線駅開業した時期に発生したバブル崩壊と 2008 年

に発生したリーマンショックであると推測し，図-4 と

合わせてみると，2005 年から 2010 年において駅なし市

町村の社会増減率は増加する傾向が示されている．それ

は新幹線駅なし市町村グループに人口社会増減率が+1%

以上の市町村が含まれることであり，例えば玉東町など

の人口が千人あたりの町が，数十人の変動にしても社会

増減率に大きく反映されたこともある． 

c) 2000年から 2005年まで開業した新幹線についての駅

の開業効果 

このグループは東北新幹線の一部(岩手駅~八戸駅)と九

州新幹線の一部(新八代駅~鹿児島駅)を含む．そして図-8

より，新幹線駅の開業効果が最も低いのは 2000~2010 年

(00-10)であり，図-5と合わせて分析すると，野々市市，

原村と南相木村など社会増減率が+1%以上の新幹線駅な

し市町村の影響が大きい．その他，新幹線駅の開業効果

の急減はリーマンショックによる駅あり市町村から上述

した社会増減率が高い駅なし市町村への人口移動が発生
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したと推測するが，それはまだ検証する必要がある． 

d) 2010年から2015年まで開業した新幹線についての駅

の開業効果 

このグループは東北新幹線の一部(七戸駅~青森駅)，九

州新幹線の一部(新鳥栖駅~新玉名駅)と北陸新幹線の一

部(飯山駅~金沢駅)を含む．この五年間に開業した駅の

数は 3つの集計基準年(1995年，2000年と 2015年)で一番

多く(14 箇所)であり，分析対象とする新幹線駅あり市町

村も一番多い(表-4を参照)．図-9より，新幹線駅開業 5

年後の駅開業効果はまだ上がっていることがわかる．図

-6と合わせて分析すると，2015年から 2020年までの社

会増減率の急増が原因である．2010 年~2015 年新幹線駅

あり市町村の平均人口社会増減率の急減に至る要因は，

九州地方の人口社会増減率が急激に減少した町と村が集

計されたことで，例えば熊本県の玉東町と福岡県の久山

町である．2015 年~2020 年新幹線駅あり市町村の平均社

会増減率の急増も，佐賀県の上蜂町と長野県の野沢温泉

村などの人口社会増減率が急増した市町村に影響される

と考える． 

各分析年に基づいた分析の結果の値は小さい(0.1%程

度)が，その原因は各市町村の社会増減率は元々小さい

である(平均的には千人あたり十数人程度)．  

 

 

5. おわりに 

 

本研究では，1995年から2020年までの25年間に新幹

線駅の開業が沿線自治体の人口の社会増減に与える影響

を因果推論 の手法で実証的に示すことを目的に，その

因果効果を推 定した． 

PSM-DID 分析による新幹線駅の開業効果からみると，

新幹線駅は大部の沿線市町村の人口の社会増減にマイナ

スの影響を与えていた．新設駅の周辺市町村と駅から離

れた市町村を傾向スコアマッチングをした結果，集計基

準年 2010 年を除き，新幹線駅あり市町村の人口社会変

動の減少は駅なし市町村の社会変動の減少より速いこと

がみられる．その一方で，2010 年から 2015 年の間に開

業した新幹線駅に対して，開業した直後，駅周辺市町村

の人口社会増減はまだ駅なし市町村より低いが，開業 5

年以上経つと駅あり市町村の社会増減率は急激に上がっ

たことがわかる． 

 本研究の計算結果によると，まず集計基準年から2010

年までの駅開業効果の急減は，リーマンショックによる

沿線地方市町村から新幹線から離れた市町村への人口移

動が発生したと考えるが，リーマンショックはどのよう

に人口を影響するかはまだ検討する必要がある．また，

2010 年から 2015 年まで開業した新幹線駅に対して，駅

周辺市町村の人口社会増減率は急減から急増することが

あり，それが新幹線駅の開業した 5年後の開業効果の増

加に反映した．しかし 2015年から 2020年まで駅周辺市

町村の社会増減率の増加の原因はまだ明らかではない．

新幹線の開業はどの仕組みで，開業からいつまで沿線市

町村の人口を影響することに関する検討も将来の課題の

一つである． 

なお，公共交通が発達した大都市の発展は，周辺市町

村の発展を抑止し，負のスピルオーバー効果を及ぼすこ

とがある．今後は，新幹線駅周辺市町村と駅から離れた

市町村を比較して，いくつの駅勢圏を設定し駅整備効果

の差異を検討する予定がある．また，新幹線整備ブーム

は 1972年(山陽新幹線)から 1988年(東海道新幹線の一部

と山陽新幹線の一部)までであるため，今後はこの 16 年

間の駅周辺市町村の人口の社会増減を分析することも考

える．その他，新幹線駅のアナウンスメント効果を因果

推論の枠組みで分析する予定があるが，新幹線駅の計画

段階の効果を左右する要因が多い．例えば新設駅の場所，

開業時間，乗り入れ線路，延期の有無など，アナウンス

メント効果を定量的に計算する方法の検討が必要である． 
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CASUAL EFFECT OF THE OPENING OF SHINKANSEN STATIONS ON SOCIAL 

POPULATION CHANGES IN MUNICIPALITIES  

ALONG THE SHINKANSEN LINE 

 

JiKang FAN,  Shintaro TERABE,  Hideki YAGINUMA, Haruka UNO,  

and Yu SUZUKI 
 

Shinkansen stations have a wider influence area than conventional line stations, and the effect about the 

population change or economic on local municipalities around the station is expected to be greater. How-

ever, it is still unclear how the Shinkansen stations and the size of its influence area influenced the local 

municipalities population change. In order to make a quantitative evaluation, we used propensity scores to 

statistically infer the causal effects of the development of Shinkansen stations while considering the effects 

of conventional lines and expressways. However, we considered the influence of metropolitan area such as 

the Tokyo urban area, Shikoku, and Fukushima evacuation areas and excluded them, were targeted for 

1,126 municipalities nationwide, and matched using propensity scores. It was found that the constraction 

of the Shinkansen Station had an minus effect on the social population change of municipalities alone the 

Shinkansen Line. 
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